
(介 17) (地 Ⅲ 29)(法 安 17)                                

                                   平 成 ２ ９ 年 ４ 月 ２ ８ 日  

 

都道府県医師会  

担当理事   殿  

  

日本医師会常任理事    

鈴  木   邦  彦  

 

松  本   純  一   

 

 

「 改 正 道 路 交 通 法 の 円 滑 な 施 行 に 向 け た 各 都 道 府 県 警 察 及 び 関

係 団 体 等 と の 連 携 に つ い て 」 の 送 付 に つ い て （ 情 報 提 供 ）  

 

時 下 益 々 ご 清 栄 の こ と と お 慶 び 申 し 上 げ ま す 。  

さ て 、平 成 29年 3月 12日 よ り 施 行 さ れ た 改 正 道 路 交 通 法 に 関 し て は 、

「 認 知 症 に 係 る 診 断 書 提 出 命 令 制 度 の 円 滑 な 運 用 に 関 す る ご 協 力 に

つ い て 」（ 平 成 28年 11月 24日 付  日 医 発 第 933号 ）を も っ て 貴 会 宛 に ご

協 力 の お 願 い を し て お り ま す 。  

当 該 制 度 の 施 行 に お い て は 、認 知 症 に 関 す る 診 断・治 療 体 制 、認 知

症 疾 患 医 療 セ ン タ ー や 専 門 医 療 機 関 、専 門 医 の 確 保 や か か り つ け 医 の

協 力 等 、そ れ ぞ れ の 都 道 府 県 に お い て 特 性 が あ る か と 思 い ま す 。さ ら

に 、高 齢 運 転 者 が 増 加 す る 中 、交 通 の 安 全 と 社 会 参 加 等 の 両 立 の た め

に は 、高 齢 者 の 運 転 や 移 動 手 段 の 問 題 等 に つ い て も 、地 域 特 性 等 に 応

じ て 検 討 す る 必 要 が あ る と 考 え ら れ ま す 。  

今 般 、厚 生 労 働 省 担 当 部 局 か ら 都 道 府 県 認 知 症 施 策 担 当 課 宛 に 、別

添 の 事 務 連 絡 が 発 出 さ れ 、改 正 道 路 交 通 法 の 円 滑 な 施 行 に 向 け 、都 道

府 県 や 市 町 村 の 認 知 症 担 当 部 局 と 都 道 府 県 警 察 や 関 係 団 体 等 と 連 携

体 制 を 強 化 す る 取 組 み の 協 力・周 知 依 頼 が 発 出 さ れ ま し た の で 、情 報

提 供 さ せ て い た だ き ま す 。  

本 会 か ら 貴 会 に は 、こ れ ま で も 制 度 施 行 へ の 対 応 の 他 、都 道 府 県 警

察 等 と 連 携 い た だ き 、情 報 交 換 や 地 域 の 課 題・意 見 へ の 対 応 を 図 っ て

い た だ き た い と お 願 い 申 し 上 げ て お り ま す 。 本 会 と い た し ま し て も 、

引 き 続 き 警 察 庁 、厚 生 労 働 省 等 関 係 省 庁 と 連 携 し 対 応 し て ま い り ま す

が 、貴 会 に お か れ ま し て も 、都 道 府 県 警 察 及 び 都 道 府 県 行 政 担 当 部 局

と 連 携 い た だ き 、情 報 交 換 や 地 域 の 課 題・意 見 へ の 対 応 を 図 っ て い た

だ き た く 、 お 願 い 申 し 上 げ ま す 。  

 

記  

（添付資料）  

・「改正道路交通法の円滑な施行に向けた各都道府県警察及び関係団体等

との連携について」  

（平 29.4.20 厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室  事務連絡） 

 

以上  



 

事 務 連 絡 

平成２９年４月２０日 

 

各都道府県認知症施策担当課（室）御中 

 

厚生労働省老健局総務課 

認 知 症 施 策 推 進 室 

 

 

改正道路交通法の円滑な施行に向けた各都道府県警察 

及び関係団体等との連携について 

 

日頃より、認知症施策の推進にあたり、御協力を賜り御礼を申し上げます。 

本年 3 月 12 日に改正道路交通法が施行されたことにより、75 歳以上高齢者が

運転免許を更新する際や一定の違反行為をした際の認知機能検査の結果、第 1 分

類（認知症のおそれあり）とされた場合、臨時適性検査（各都道府県公安委員会

が指定する医師の受診）又はかかりつけ医等の診断書の提出が義務づけられるこ

ととなりました。 

警察庁の試算では診断書の提出が必要となる方は、改正法施行後年間約 5 万人

と見込まれており、これまで臨時適性検査等の対象とならなかった多くの方が医

師の診断や検査のため医療機関を受診することとなります。 

一方、各都道府県警察においては、増加する認知症診断ニーズに対応するため、

都道府県医師会や関係学会等の協力を得ながら、診断に協力いただける医師の確

保の取組を行っているところです。（平成 29 年 3 月末時点：診断を必要とする方

に紹介することまで了承いただいた医師は全国で約 4,000 人） 

各都道府県におかれましては、このような状況を踏まえ、以下のとおり、連携

体制の強化や早期発見・早期対応の一つのきっかけとした対応に繋げるなどの取

組についてご協力いただくとともに、管内市区町村へ同取組への協力について周

知いただきますようお願いいたします。 

 

 

１．診断等に関する都道府県警察との連携について 

各都道府県警察においては都道府県医師会や関係学会等の協力を得ながら、

引き続き診断に協力いただける医師の確保の取組を行っており、都道府県及び

市区町村認知症担当部局におかれては、各都道府県警察から協力を求められた

場合には、関係団体等と協力しつつ、高齢者が円滑に診断を受けられるよう、

かかりつけ医、認知症サポート医、認知症疾患医療センター、認知症専門医等



 

の連携体制を活用することにより、当該地域における診断の受け入れ体制の整

備に協力いただきたいこと。 

また、各都道府県警察の運転免許センターには、臨時適性検査等が必要とさ

れる方がかかりつけ医等の診断書の提出等に関して相談する運転適性相談窓

口を設置しているため、あらかじめこうした窓口を把握し連携を図っておくと

ともに、臨時適性検査等が必要とされる方から都道府県・市区町村の認知症担

当部署や各地域包括支援センターに対しても医療機関の紹介を求められた場

合には、各都道府県警察の運転免許担当部局へ照会する等、こうした方が適切

に認知症であるかどうかの診断が受けられるようご協力いただきたいこと。 

 

２．早期診断・早期対応に向けての連携体制について 

第１分類と判断され、運転の継続を望んでいる方は、各地域において認知症

のおそれがある人として把握されていなかった人も含まれることが想定され

ます。 

こうした方を早期診断・早期対応に繋げるため、都道府県警察の運転免許セ

ンターの運転適性相談窓口に配置された医療系専門職員等と市区町村の認知

症担当部署や地域包括支援センター等の相談窓口との連携体制をつくること

等の取組も進められてきています。また、滋賀県警察においては、「要望書受

理制度」の仕組みを活用し、運転免許証の自主返納をした方等の要望（希望）

に応じ、生活に関する支援等について相談できるよう、市町の担当者へ警察が

情報を提供するという仕組みが運用されています。警察より情報提供があった

場合には、早期発見の好機ととらえ、必要なアセスメントを実施するなど、各

都道府県におかれても認知症の方の支援ネットワークの中にこうした取組も

活用して取り組むこと。 

特に、認知症を理由に免許を取り消された高齢者においては、自動車の運転

ができなくなることにより、生活に大きな変化が生じる場合があります。この

ような高齢者が引き続き地域で生活し続けられるよう、この機会に認知症施策

推進総合戦略（新オレンジプラン）に基づく認知症の人を含む高齢者にやさし

い地域づくりの推進について、改めて検討いただきたいこと。 

  

３．認知症のおそれがある方に対する自主返納に係る説明等について 

  市区町村の認知症担当部署や、各地域包括支援センター等では認知症のおそ

れがある方本人や家族の方から、運転継続や運転免許の更新に関する相談があ

ると思われますが、今回の道路交通法改正の趣旨や、各地域ごとの代替となる

公共交通機関、運転免許を自主返納した場合における各自治体の支援策等の情

報提供を行っていただきたいこと。その際にはあわせて、本人及び家族に地域

における支援策も含めて説明するとともに、必要に応じて都道府県警察の運転



 

免許センターの運転適性相談窓口への相談や医療機関への受診を勧め、本人や

家族が必要な支援を受けられるようにしていただきたいこと。 

 

 

【本件照会先】 

厚生労働省老健局総務課 

認知症施策推進室 

担当：余語、近藤 

TEL：03-5253-1111（内線 3975） 



（参考１）

No 県名 運用開始 職種 配置人数

1 熊本 平成27年2月 看護師 3

2 鳥取 平成27年12月 看護師 3

3 茨城 平成27年3月 保健師 1

4 鹿児島 平成28年3月 保健師の資格を有する女性警察官 1

5 大分 平成28年4月 保健師 3

6 和歌山 平成28年4月 保健師の資格を有する職員 1

7 佐賀 平成28年4月 保健師、看護師（各１名） 2

8 長崎 平成28年4月 看護師 2

9 宮崎 平成28年4月 看護師 4

10 香川 平成28年5月 看護師 1

11 秋田 平成29年4月 保健師 1

12 警視庁 平成29年4月 保健師 1

13 山梨 平成29年4月 看護師 1

14 富山 平成29年4月 保健師 1

15 兵庫 平成29年4月 看護師 1

16 奈良 平成29年4月 保健師 1

17 愛媛 平成29年4月 保健師 3

30

運転適性相談窓口等における医療系専門職員の配置状況

※平成29年4月現在



 
 

滋賀県警察の取組  「要望書受理制度」 

認知機能検査の結果、「認知症のおそれがある」（第１分類）と判定 

自主返納（申請による取消） 

 運転免許の返納又は取消し処分によって移動手段を失った高齢者が速や
かに地域包括支援センター等からの生活支援を受けられるよう、高齢者本
人から、市町の担当者への連絡を要請する文書（要望書）を受理し、警察が
市町の担当者へ連絡を行うもの。 

警察から対象者へ連絡・面接日時の調整 

医師による診断  

認知症に該当 認知症ではない  免許継続 

  聴聞・弁解の機会 

免許の取消し・停止等 

警 察 が 市 町 の 担 当 者 へ 連 絡 

地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー に よ る 生 活 支 援 

面 接 の 実 施 （ 最 寄 り の 警 察 署 の 交 通 警 察 官 が 対 応 ） 

要 望 書 の 提 出 勧 奨 ・ 受 理  

要望書受理制度 
       とは・・・  

要望書 
「 今後の生活支援 

などについてご相談
したいので、市町の
担当者への連絡をお
願いします。」 
 

警察による 

免許返納者等 

への支援 

（参考２） 



要 望 書

運転免許課長 様

私（の ）は、このたび、自動車

運転免許証を返納しました。

今後の生活支援などについて、ご相談したいので、

市町の担当者への連絡をお願いします。

年 月 日

（申 請 者）

住 所

氏 名

生 年 月 日 年 月 日生

連絡先 （ ）

年 月 日

（被支援者）

住 所

氏 名

生 年 月 日 年 月 日生

連絡先 （ ）

連絡日時 ／ ： 連絡先 センター（ ） 連絡者



平 成 2 9 年 ４ 月 1 4 日
一般社団法人全日本指定自動車教習所協会連合会
（協力）警察庁交通局運転免許課

運転免許証を自主返納した方への各種特典のご案内について（お知らせ）

当連合会ウェブサイトの「高齢運転者支援サイト」において、「運転免許証
の自主返納をお考えの方へ～各種特典のご案内～」を新たに掲載しましたので、
お知らせします。

１ 掲載の趣旨
免許証を自主返納した方をはじめ、高齢者がマイカーに依存することなく

移動することができ、充実した生活を続けられるよう、地域の実情に応じて、
自治体や事業者等による様々な支援が行われています。
今回、警察庁と連携して、各地域の支援に関する情報を都道府県の垣根を

越えて集約し、全国の支援情報の中継点となることを目的として、当連合会
ウェブサイトの「高齢運転者支援サイト」に掲載いたしました。
自主返納後の移動手段や生活に不安をお持ちの高齢運転者とその御家族

だけでなく、支援施策に携わる自治体関係者にも積極的に活用していただき、
施策の輪を広げていただければ幸いです。

２ 掲載の内容（閲覧イメージは別紙参照）
都道府県名をクリックすると、都道府県警察又は都道府県のウェブサイト

において各種支援施策を紹介しているページ（支援施策一覧等）にアクセス
できます。（※）
※ 福島県、長野県、富山県、石川県、和歌山県、佐賀県、長崎県、熊本県及び鹿児

島県については掲載作業中です。

３ 「高齢運転者支援サイト」とは
「高齢運転者支援サイト」は、高齢運転者の免許証更新の流れ、高齢者

講習の内容など、高齢運転者にいつまでも安全運転を続けていただく上で
役立つ情報を分かりやすくお伝えするため、平成25年４月から開設・運用
されています。

４ その他
当連合会「高齢運転者支援サイト」はリンクフリーです。リンクを貼って

いただく際は、以下のＵＲＬ又はＱＲコードをお使いください。
（ＵＲＬ） （ＱＲコード）
http://www.zensiren.or.jp/kourei/

５ 本件に関するお問合せ先
一般社団法人全日本指定自動車教習所協会連合会（事務局長 中俣 進）
電 話 03-3556-0070 E-mail s-nakamata@zensiren.or.jp

YTBUL
テキストボックス
（参考３）




別紙


